
白石越河風力発電事業に係る地域共生協議会規約（案） 

 

令和  年  月  日制定 

 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この協議会は，白石越河風力発電事業に係る地域共生協議会（以下「協議会」とい

う。）と称する 。 

 

（事務所） 

第２条 協議会の事務所は，宮城県仙台市青葉区本町一丁目７番１号（東北電力株式会社本

店）に置く。 

 

（目的） 

第３条 協議会は，白石越河風力発電事業について，「再生可能エネルギー地域共生促進税条

例（令和５年宮城県条例第３４号）」第３条第６号に掲げる，「地球温暖化対策の推進に関

する法律（平成１０年法律第１１７号）」に基づく認定地域脱炭素化促進事業計画及び「農

林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律

（平成２５年法律第８１号）」に基づく認定設備整備計画に準ずる事業計画としての認定

に関して協議を行うため設置する。 

 

（協議） 

第４条 協議会は，前条の目的を達成するため，白石越河風力発電事業計画について，次の

各号に掲げる事項を協議する。 

一 地域脱炭素化促進施設等の整備と一体的に行う地域の脱炭素化のための取組の内容 

二 地域脱炭素化促進施設等の整備と併せて実施する取組に関する事項の内容 

三 廃棄物・発生土の処理等に係る考え方 

四 事業終了後の対応 

五 地方公共団体実行計画等への適合状況 

六 促進事業等の円滑かつ確実な実施 

七 関係法令に規定する認可基準等への適合状況等 

八 地域の合意形成等の状況 

九 その他必要と認められる事項 

 

第２章 構成員等 

（協議会の構成員） 



第５条 協議会は，別表１に掲げる委員をもって構成する。ただし，会長が必要と認めると

きは，別表１に掲げる委員以外の新たな委員を任命することができる。 

２ 委員の任期は，１年とし，再任を妨げないものとする。 

 

（届出） 

第６条 構成員は，その氏名又は住所（構成員が団体の場合には，その名称，所在地又は代

表者の氏名）に変更があったときは，遅滞なく協議会にその旨を届け出なければならない。 

 

第３章 役員等 

（役員の定数及び選任） 

第７条 協議会に次の役員を置く｡ 

一 会 長 １名 

二 副会長 １名 

２ 前項の役員は，第５条の構成員の中から協議会の会議において選任する｡ 

３ 会長，副会長は，相互に兼ねることはできない｡ 

 

（役員の職務） 

第８条 会長は，会務を総理し，協議会を代表する｡ 

２ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときはその職務を代理し，会長が欠けたと

きは，その職務を行う。 

 

（役員の任期） 

第９条 役員の任期は，１年とし，再任を妨げないものとする｡ 

２ 補欠による任期は，前任者又は現任者の残任期間とする｡ 

 

（任期満了又は辞任の場合） 

第１０条 役員は，その任期が満了し，又は辞任により退任しても，後任の役員が就任する

までの間は，なおその職務を行うものとする。 

 

（役員の解任） 

第１１条 協議会は，役員が次の各号のいずれかに該当するときは，会議の承認を経て，そ

の役員を解任することができる。この場合において，協議会は，その会議の開催の日の７

日前までに，その役員に対し，その旨を書面をもって通知し，かつ，承認の前に弁明する

機会を与えるものとする。 

一 心身の故障のため，職務の執行に堪えないと認められるとき 

二 職務上の義務違反その他役員たるにふさわしくない非行があったとき 



 

第４章 会議 

（会議の招集） 

第１２条 協議会の会議（以下「会議」という。）は，会長が招集し，会議の議長となる。 

２ 会長は，構成員の三分の一以上の者から会議の請求があるときは，会議を招集しなけれ

ばならない｡ 

３ 会長は，会議を招集するときは，会議の開催場所及び日時並びに会議に付すべき事項を

あらかじめ構成員に通知しなければならない｡ 

 

（会議の運営） 

第１３条 会議は，構成員現在数の過半数の出席がなければ開くことができない｡ 

２ 構成員は，都合により会議を欠席する場合，あらかじめ会長に代理の者を報告すること

により，代理の者を出席させることができる。 

３ 会議の議事は原則として出席者全員の合意形成が図られることをもって決するものと

する。 

４ 出席者全員の合意形成が図ることが困難であると会長が判断する場合は，前項に関わら

ず，別表２に定める「協議すべき認定要件等」ごとに「決議において意見を尊重すべき構

成員」の列の構成員の意見を尊重して決するものとする。 

５ 前２項の規定によれない場合は，会長が協議の状況を踏まえて判断するものとする。 

６ 協議会は，構成員のほか，必要に応じて関係者の出席を求めることができる。 

 

（会議の公開） 

第１４条 会議は，非公開で行う。 

 

（議事録） 

第１５条 会議の議事については，議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録は，少なくとも次の各号に掲げる事項を記載する。 

一 開催日時及び開催場所 

二 構成員の現在数，当該会議に出席した構成員数及び当該会議に出席した構成員の氏名 

三 議案 

四 議事の経過の概要及びその結果 

３ 議事録は，第２条の事務所に備え付けておかなければならない。 

４ 議事録は原則として公表することとし，事務局で閲覧させるとともにホームページに掲

示することによりこれを行う｡ただし，個人情報，法人その他の団体や個人の営業に関す

る情報等であって，公表された場合，特定の者に不利益が生ずるおそれがあるものは非公

表とするものとする。 



 

（協議結果の尊重義務） 

第１６条 会議において協議が調った事項については，協議会の構成員は，その協議結果を

尊重しなければならない。 

 

第５章 事務局 

（事務局） 

第１７条 総会の決定に基づき協議会の業務を執行するため，合同会社白石越河風力に事務

局を置く。 

２ 協議会は，業務の適正な執行のため，事務局長を置く｡ 

３ 事務局長は，会長が任命する｡ 

４ 協議会の庶務は，事務局長が総括し，及び処理する｡ 

 

（書類及び帳簿の備付け） 

第１８条 協議会は，第２条の事務所に次の各号に掲げる書類及び帳簿を備え付けておかな

ければならない。 

一 協議会規約 

二 役員等の氏名及び住所を記載した書面 

三 収入及び支出に関する証拠書類及び帳簿 

四 その他必要と認められる書類及び帳簿 

 

第６章 協議会規約の変更，協議会が解散した場合の措置等 

（規約の変更等） 

第１９条 この規約を変更する場合には，会議において出席者の承認を経るものとする。 

 

（協議会の解散） 

第２０条 協議会を解散する場合は，構成員の三分の二以上の同意を得なければならない。 

 

（協議会が解散した場合の措置） 

第２１条 協議会が解散した場合には，協議会の収支は，解散の日をもって打ち切り，会長

であった者がこれを決算する。 

 

第７章 雑則 

（細則） 

第２２条 この規約に定めるもののほか，協議会の事務の運営上必要な細則は，会長が別に

定める。 



 

附 則 

この規約は，令和  年  月  日から施行する。  



 

別表１ 

協議会の構成員 

  氏 名 所属・役職 分 野 

1 小沢 晴司 宮城大学 事業構想学群 教授 有識者 

2 佐藤 秀行 白石市議会議員 副議長 － 

3 細田 紀明 白石市文化財保護委員会 委員 － 

4 紺野 澄雄 白石市公衆衛生組合連合会 会長 

白石市自治会連合会 会長 

地域住民 

5 吉田 茂徳 白石商工会議所 事務局長 産業団体 

6 四釜 咲男 ＮＰＯ法人蔵王のブナと水を守る会 理事 － 

7 高橋 真人 白石蔵王森林組合 代表理事常務 産業団体 

8 八巻 満 白石蔵王エコフォーラム 幹事 

宮城県地球温暖化防止活動推進員 

産業団体 

9 建入 ゆかり 宮城県仙南保健所 技術副所長兼環境衛生部長 行政機関 

10 阿部 直樹 仙南地域広域行政事務組合 業務課長 行政機関 

11 村上 忠則 白石市市民経済部 部長 白石市 

12 志村 洋一 白石市教育委員会 委員 － 

13 渋谷 麻理子 宮城県地球温暖化防止活動推進員 － 

14 大戸 伸樹 自治会連合会 越河支部 副支部長 地域住民 

15 佐久間 吉光 越河地域振興会 副会長 地域住民 

16 遠藤 正一 斎川まちづくり協議会 副会長 地域住民 

17 末永 佳之 斎川まちづくり協議会 副会長 地域住民 

18 佐久間 誠 自治会連合会大平支部 支部長 地域住民 

19 鈴木 春夫 大平公民館運営会議 会長 地域住民 

20 大浦 正一 自治会連合会小原支部 支部長 地域住民 

21 岩松 義則 小原地区振興会 会長 地域住民 

 

 



別表２ 

協議すべき認定要件と決議において特に意見を尊重すべき構成員 

番

号 
協議すべき認定要件等 認定の適否の協議における評価のポイント 

決議において特に意見 

を尊重すべき構成員 

１ 

地域脱炭素化促進施設等の整備と一体的

に行う地域の脱炭素化のための取組の内

容 

地域の実情，地域住民，産業団体の要望等を踏まえた適切な取組

の内容となっているか等 

地域住民 

産業団体 

２ 

地域脱炭素

化促進施設

等の整備と

併せて実施

する取組に

関する事項

の内容 

（１） 

地域の環境の保全

のための取組の内

容 

 地域の実情，地域住民，産業団体の要望等を踏まえた適切な

取組の内容となっているか等 

 「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュア

ル（地域 脱炭素化促進事業編）（令和５年３月環境省大臣官

房 地域政策課）」（以下「環境省マニュアル」という。）３-４

-２.「国が定める環境保全に係る基準」，３-４-３.「都道府県

基準」，３-４-４.「その他市町村が考慮すべき事項」に照ら

して適切な事業計画となっているか 

 環境省マニュアル３-７.の「表３-１０地域の環境保全のため

の取組の参考となるガイドライン類」に照らして適切な事業

計画となっているか 

 環境影響評価対象の場合，配慮書等に対する意見が，適切に

事業計画等に反映されているか 

地域住民 

産業団体 

（２） 

地域の経済及び社

会の持続的発展に

資する取組の内容 

地域の実情，産業団体の要望等を踏まえた適切な取組の内容とな

っているか等 

地域住民 

産業団体 

 



番

号 
協議すべき認定要件等 認定の適否の協議における評価のポイント 

決議において特に意見 

を尊重すべき構成員 

３ 廃棄物・発生土の処理等に係る考え方 
実施可能なものであり，関係法令等に照らして適正なものである

か等 

市 

行政機関 

４ 事業終了後の対応 
地域の実情・地域住民の要望等を踏まえた適切な取組の内容とな

っているか等 
地域住民 

５ 地方公共団体実行計画等への適合状況 
市町村が定める地方公共団体実行計画等との整合性が図られて

いるか等を協議会で評価の上判断 
市 

６ 促進事業等の円滑かつ確実な実施 

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地域脱炭素化促進

事業計画の認定等に関する省令第５条の基準を満たしているか 

環境省マニュアル７-４-２.の表７-４に定める考え方を満たして 

いるか否か等 

－ 

７ 
関係法令に規定する認可基準等への適合

状況等 

環境省マニュアル７-４-３.の表７-５に定める考え方を満たして

いるか否か等 
－ 

８ 地域の合意形成等の状況 
地域住民，産業団体の意見，説明会の状況等により，総合的に評

価の上判断 

地域住民 

産業団体 

９ 総合判定 － － 

 

※１ 有識者は，決議においては「２（１）地域の環境の保全のための取組の内容」等に関して助言等を行うものとします。 

※２ 事業者は，決議には加わらないものとします。 

※３ 事業者の取組が，環境省マニュアル３－７．に表３－１０として示される「地域の環境の保全のための取組の参考となるガイドライン

類」を踏まえたものであるか否かについて，協議会の場等において確認し，判断するものとします。 

※４ 「８ 関係法令に規定する認可基準等への適合状況等」については，協議会においては，許可基準に適合するかどうかの判断を行うもの

ではなく，あくまで適合状況等の確認にとどめるものとします。 


